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仕様書 

 

 

１ 業務名称 

令和８年度鶴見区広報紙企画・編集業務委託 

 

 

２ 履行期間 

  令和８年４月１日～令和９年３月 31日 

 

 

３ 業務内容 

広報紙を通して区政への関心が高まる魅力的な紙面になるよう、区広報紙の企

画・編集に関する次のデザイン作成業務を行うこと。 

（１）キャッチコピー、レイアウト、タイトルロゴ、イラスト、簡易な地図の作成 

（２）当区提供原稿の編集・校正 

（３）印刷用、点訳用、ホームページ公表用及び保存用データ等の作成 

（４）A2版ポスター（１面を拡大し広告を除いたもの）の作成 

（５）スマートフォン壁紙（JPEG形式）の作成 

（６）取材業務（イベント等の写真撮影及び来場者インタビュー業務） 

（７）A4版チラシ（両面データ）の作成 

(８）区ホームページトップページのバナー（JPEG形式）の作成 

 

 

４ 区広報紙の規格等 

（１）発行日 

毎月１日発行 

（２）寸法・刷色 

タブロイド版、全面カラー 

（３）頁数・発行回数 

12頁 12回 

※ただし、市政情報を掲載する３頁分については、原則としてヘッダー・フッ

ターデータの作成しか行わない。 

※やむを得ない事情により、年度途中で発行頁数・発行回数を変更する場合が

ある。 

（参考）配布・配架 

    令和７年度においては、毎月１日～５日の間に区内全世帯・全事業所に広

報紙を配布するとともに、区役所庁舎・駅・施設等での配架を行っており、

令和８年度においても同様の取扱いとする。 
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５ 業務の流れ 

  区広報紙の作成に際し、積極的に新しいアイデアを提案し、表紙デザイン、特集

記事、中面について十分に協議したうえで、次の業務を毎月行うものとする。 

（１）初校作成まで 

ア 原則として、発行月の前々月 15 日頃に当区から原稿及び紙面案を受け取っ

た後、企画・編集の打合せを行った日から約５開庁日後までに初校を作成する。

日程はこれを基本とし、別途各号で定める。 

作成にあたっては、掲載内容に沿って社会情勢を反映し、トレンドを加味し

たデザインを提案し、当区と協議すること。 

なお、作成にあたっては当区から提出する原稿及び直近２年間の同月発行の

広報紙内容を確認すること。 

イ 提供する原稿は Word、Excel等のデータ又は昨年度までの広報紙掲載記事を

朱書き訂正した PDF データを電子メールにより提出する。ただし、データが存

在しない場合は、紙や写真等の現物で提供することもある。 

（２）紙面の提案・編集 

ア 当区が提出する原稿をもとに記事ごとのターゲットの年齢層や身体機能に

合わせた、ユニバーサルデザインに配慮したタイトル、フォント、色使い、画

像等について提案すること。 

１面は強いメッセージ性があり、ポスターとして使用できる１枚物のデザイ

ンを提案し、作成すること。 

編集にあたっては、最終的に当区の修正指示に従うこと。 

イ 過度な色使いや原色を避け、シンプルな配色を心がけること。 

高齢者や色覚障がいがある方にも配慮した紙面を心がけ、「色覚障がいのあ

る人に配慮した色使いのガイドライン」（大阪府・平成 23年 9月発行）等に基

づき、識別しやすい色の組み合わせを心がけること。 

本文の書体は、小さな文字でも判別しやすいような書体に配慮すること。 

  ウ レイアウトやイラスト、写真の配置等が昨年度の紙面と全く同じものになら

ないよう新しくデザインを提案して作成すること。 

エ 編集した校正原稿データは PDFに変換して、当区へ提出すること。 

オ 市政情報の３頁分に関するヘッダー・フッターデータを「Adobe Illustrator」

（以下「Ai」という。）で作成すること。 

（３）校正 

ア 当区からの校正は朱書き訂正した PDF 又は Word 等を電子メールで送信する

ことにより行う。 

イ 修正した区広報紙のデータは PDFに変換して、当区へ提出すること。 

ウ 校正作業は当区が朱書き訂正提出後１～３日程度の短い期間で行うが、期限

内に提出できるように必要な人員を十分確保すること。 

エ 校正は責了とせず、校了まで何度も繰り返し行う。 

オ 校正の途中であっても、事業の中止、変更、追加があった場合など編集の都

合上、区広報紙のデザイン、レイアウト等を急きょ変更する場合がある。すみ

やかに対応できる体制を整えること。 
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（４）各種データ作成 

  ア 印刷用データ 

    校了後、区広報紙の印刷用データを直ちに作成すること。なお、ファイル形

式は Ai とし、アウトライン化したものとしていないものを用意し、当区が契

約する印刷事業者へ送付すること。 

    また、当区がポスター及びチラシのデザインを制作する際に、広報紙と統一

感をもたせるため、広報紙記事のデザインデータを二次的に利用する場合は、

当該記事について Aiファイルで提供すること。 

イ 点訳用データ 

    印刷用データを作成した後、区広報紙の点字版を作成するために、速やかに

点訳用のテキストデータを Wordで作成すること。 

ウ ホームページ公表用データ 

    印刷用データを作成した後、鶴見区役所ホームページへ区広報紙を掲載する

ために、速やかに公表用データを PDFで作成すること。なお、公表用データで

は広告原稿を除き、広告の枠のみとする。１頁につき１ファイルとして、各フ

ァイルの容量を１MB未満とすること。 

  エ 保存用データ 

    令和９年４月号校了後、区広報紙に使用した一切の記事・写真等のデータを、

保存用データとしてまとめること。なお、ファイル形式は Ai とし、アウトラ

イン化したものとしていないものを用意すること。 

（５）A2版ポスター印刷 

    区役所庁舎や区内駅構内、商業施設等への掲示用として、広報紙１面（広告

原稿を除く）のデータについて、A2 版でポスターを作成し、毎月７枚印刷し、

納品すること。 

（６）スマートフォン壁紙（JPEG形式）の作成 

    「５ 業務の流れ（２）編集」作業と並行して、区広報紙に掲載する紙面ア

ンケートの回答者がダウンロードできるスマートフォン用壁紙データを毎月

１回（計 12回）作成すること。 

    本データの作成にあたり、鶴見区マスコットキャラクター「つるりっぷ」を

使用した季節感のあるデザインを提案すること、また、校正は最大３回とする。 

（７）取材業務 

 当区指定のイベント等の写真撮影及び参加者等への取材（年間６回、各回

最大で５時間程度）を行い、イベント終了後、イベントリポート記事を作成

すること。なお、取材対象者に取材内容について広報紙へ掲載可能か了解を

得ること。 

（８）A4版チラシ（両面） 

当区指定イベント等のチラシデータ（２回）作成 

（９）ホームページ（トップページ）のバナー作成 

    ホームページのトップページに掲載するバナーを作成（年 15 回）し、納品

すること。 
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６ 業務の完了 

（１）原則として、各種データの提出は以下のとおりとし、その他の日程は別途通知

する。 

データ 提出期限 提出方法 

５（４）ア 

印刷用データ 

原則印刷物納品日６日前

（土日祝除く）までに入稿 

電子メール 

５（６） 

スマートフォン壁紙 

上記印刷データと合わせ

て提出 

５（４）イ 

点訳用データ 

校了後速やかに 

５（４）ウ 

ホームページ公表用

データ 

校了後速やかに 

５（４）エ 

保存用データ 

令和９年３月 31日まで 記憶媒体(CD-R、

DVD-R等) 

 

（２）上記「保存用データ」以外のデータ提出完了後、発行月の前月末日頃に業務完

了報告書を提出することをもって、各月号の業務を完了とする。 

（３）各種データを提出するにあたっては、必ず最新のパターンファイルに更新され

たウイルスチェックソフトを使って、ウイルスチェックを行うこと。 

 

 

７ 契約金額の支払い 

（１）契約価格は、区広報紙のデザイン・レイアウト、各種データ作成に関する経

費など、本業務に関する一切の経費を含めるものとする。 

（２）受注者からの請求に基づき、部分払いをすることができる。その際には、各

月号の履行確認後に支払うこととする。 

 

 

８ 再委託等の禁止 

（１）業務委託契約書第 16 条第１項に規定する「主たる部分」とは委託業務におけ

る総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等をいい、受注

者はこれを再委託することはできない。 

（２）受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理などの簡易な

業務の再委託にあたっては、発注者の承諾を必要としない。 

（３）受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、書面

により発注者の承諾を得なければならない。 

なお、元請の契約金額が 1,000万円を超え契約の一部を再委託しているものに

ついては、再委託相手先、再委託内容、再委託金額を公表する。ただし、受注者

となった者が再委託相手先等を公表できないことについての理由を書面により

申し出た場合はこの限りでない。 
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（４）地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号の規定に基づき、契約の性質又は

目的が競争入札に適さないとして、随意契約により契約を締結した委託業務にお

いては、発注者は、前項に規定する承諾の申請があったときは、原則として業務

委託料の３分の１以内で申請がなされた場合に限り、承諾を行うものとする。た

だし、業務の性質上、これを超えることがやむを得ないと発注者が認めたとき、

又は、コンペ方式若しくはプロポーザル方式で受注者を選定したときは、この限

りではない。 

（５）受注者は、業務を再委託及び再々委託等（以下「再委託等」という。）に付す

る場合、書面により再委託等の相手方との契約関係を明確にしておくとともに、

再委託等の相手方に対して適切な指導、管理の下に業務を実施しなければならな

い。 

なお、再委託等の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措

置期間中の者、又は大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置

を受けている者であってはならない。 

また、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱第 12 条第３項に基づき、再委託等

の相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を業務委託契約書

第 16条第２項及び第 16条の２第２項に規定する書面とあわせて発注者に提出し

なければならない。 

 

 

９ その他 

（１）上記仕様を変更する場合は、その都度、双方協議のうえ決定する。 

（２）公共機関の発行物は突発的な事由等による記事や写真、イラスト等の修正、差

し替えが発生することが多くその場合は、すみやかに対応すること  

（３）本業務を通じて知りえた情報を第三者に漏らしてはならない。  

（４）当区が提供した原稿、写真、イラスト等は使用後すみやかに返却すること。  

（５）成果物に係る使用権及び著作権（著作権法（昭和45年法律第48号）第21条から

第28条までに規定する権利をいう）は、当区に帰属するものとする｡  

（６）当区広報紙は、区内全世帯に配布するものであり、非常に影響の大きい印刷物

であるので、本仕様書のとおり厳重に履行すること。  

（７）納品前に作成された広報紙のデータ等を引き渡すよう当区から依頼のあった場

合は、すみやかに双方協議し決定する。  

（８）当区とのやりとりは、日本語で行うこと。  

（９）仕様書に関する質問は、文書により行うこと。  

（10）契約後、本仕様書に疑義が生じた場合又は契約書や仕様書に定めのない事項に

ついては、その都度、双方協議のうえ定める。 

 

 

10 担当 

大阪市鶴見区横堤５－４－19 

鶴見区役所 総務課（政策推進）芝谷・田中 

（電話番号：06－6915－9683） 
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公正な職務の執行の確保に関する特記仕様書 

 

 

（条例の遵守） 

第１条 受注者および受注者の役職員は、本契約に係る業務（以下「当該業務」という。）の履行

に際しては、「職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例」（平成 18 年大阪市条例第 16 号）

（以下「条例」という。）第５条に規定する責務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、当該業務について、条例第２条第１項に規定する公益通報を受けたときは、

速やかに、公益通報の内容を発注者（鶴見区役所総務課）へ報告しなければならない。 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、

条例第 12条第１項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（鶴見区役

所総務課）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行

う調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務

の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第５条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条

例の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

（不当要求の防止） 

第６条 発注者と本契約を締結した受注者は、この契約の履行に関して、発注者の職員から違法

又は不適正な要求を受けたときは、その内容を記録し、直ちに発注者（鶴見区役所総務課）に報

告しなければならない。 

 

【（鶴見区役所総務課） 連絡先：06－6915－9625】 
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生成 AI利用に関する特記仕様書 

 

受注者又は指定管理者（再委託及び再々委託等の相手方並びに下請負人を含む）が生成 AIを利用

する場合は、事前に発注者あて所定様式により確認依頼をし、確認を受けるとともに、「大阪市生

成 AI 利用ガイドライン（別冊 業務受託事業者等向け生成 AI 利用ガイドライン第 1.1 版）」に定

められた以下の利用規定を遵守すること。 

  

生成 AIの利用規定 

 

• 生成 AIを利用する場合は、利用業務の内容、利用者の範囲、情報セキュリティ体制等及び利

用規定の遵守・誓約内容を事前に所定様式※により発注者宛に確認依頼をし、確認を受ける

こと。 

※ 所定様式は大阪市ホームページからダウンロードできます 

  https://www.city.osaka.lg.jp/ictsenryakushitsu/page/0000623850.html 

• 前記確認内容に変更等が生じた際には変更の確認依頼をし、確認を受けること。 

• 生成 AIは、受注者又は指定管理者の業務支援目的に限定し、市民や事業者向けの直接的なサ

ービスには利用しないこと。 

• 画像及び動画の生成 AIサービスを利用する場合は、利用者が生成物を利用する際に他者の著

作権を侵害しないよう選別したコンテンツで AIモデルの学習をしているサービスを利用す

ることを原則とする。ただし、当該要件に該当しないサービス又は該当するか不明のサービ

スを利用する場合は、生成内容が既存著作物との類似性や無許諾での依拠がないことを確認

し、かつ、成果物として利用する際は発注者の同意を得ること。 

• インターネット上の公開された環境で不特定多数の利用者に提供される定型約款・規約への

同意のみで利用可能な生成 AIの利用を禁止する。 

• 生成 AI機能が付加された検索エンジンやサイトは、一般的にインターネットで公開されてい

る最新の情報を検索する目的でのみの利用とし、生成 AIによる回答を得る目的での利用を禁

止する。 

• 生成 AIを利用する場合は、入力情報を学習しない設定（オプトアウト）をして利用すること。 

• 契約又は協定の履行に関して知り得た秘密及び個人情報の入力を禁止する。 

• 著作権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利を侵害する内容の生成につなが

る入力及びそのおそれがある入力を禁止する。 

• 生成・出力内容は、誤り、偏りや差別的表現等がないか、正確性や根拠・事実関係を必ず自

ら確認すること。 

• 生成・出力内容は、著作権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の侵害がな

いか必ず自ら確認すること。 

• 生成・出力された文章は、あくまで検討素材であり、その利用においては、受注者又は指定

管理者が責任をもって判断するものであることを踏まえ、加筆・修正のうえで使用すること。 

• 生成・出力内容は、上記に定める正確性の確認等を経たうえで、加筆・修正を加えずに利用

（公表等）する場合は、生成 AIを利用して作成した旨を明らかにして意思決定のうえで利用

すること。 

• 情報セキュリティ管理体制により、利用者の範囲及び利用ログの管理などにより情報セキュ

リティの確保を徹底して適切に運用すること。 

 


